
 

 

 

 

 

火災統計 

 



 

火災統計 
 

火災件数 

平成２７年中における火災件数は６０件で、前年と比べ１７件の減少となり、

昭和４４年の５２件以来、過去４６年間で最も少ない火災件数でした。 

火災件数を種別ごとに見ますと、建物火災３４件（５６．７％）、林野火災０

件、車両火災１６件（２６．７％）、その他火災１０件（１６．７％）でした。 

 

住宅用火災警報器の奏功事例 

平成２７年中に小牧市内では、住宅用火災警報器が鳴動したことにより火災に

至らなかった事例が１件、火災にはなったものの被害を最小限にとどめることが

できた事例が１件ありました。 

住宅防火対策として、すべての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務付けられ

ており、小牧市では、設置率向上と維持管理促進のため、一般家庭の防火査察、

防火広報など、あらゆる機会を捉え、普及啓発活動を実施しています。 

 

火災原因 

全火災６０件を出火原因別に見ますと、「放火」が１２件（２０％）と最も多

く、前年と比べ３件の増加となり、続いて「こんろ」が６件（１０％）となりま

した。 

前年に引き続き、「放火」が最も多いことから、地域が一体となり「放火され

ない環境づくり」を構築することが必要とされるところです。  

 

火災による損害及び死者・負傷者 

火災による死者は３名で、前年と比べ３名の増加となりました。負傷者は１２

名で前年と比べ、５名の減少となりました。 

 火災による死者は全て高齢者（６５歳以上）であり、今後、高齢化社会がさら

に進展することから、高齢者世帯における防火安全の確保が重要となっています。 

 

 

 

 

 



 

火災件数及び損害額の推移 

 

区分 火災件数 損害額

年別 （件） 建物 林野 車両 その他 （千円） 48時間 30日

１８年 81 43 3 11 24 57,110 1 1 9

１９年 63 28 2 9(3) 24 765,228 0 0 10

２０年 66 35 2 10 19 57,236 0 0 16

２１年 76 39 1 11(1) 25 144,987 2 2 12

２２年 88 42 0 15(3) 31 48,929 0 0 17

２３年 75 36 1 9(1) 29 299,765 2 0 8

２４年 69 38 1 5 25 215,297 3 1 19

２５年 64 32 2 9 21 150,030 0 0 27

２６年 77 42 1 10(1) 24(1) 92,836 0 0 17

２７年 60 34 0 16(3) 10 71,777 3 0 12

火災件数内訳 死者
負傷者

※30 日死者とは火災に起因する原因により、48 時間を経過して 30 日以内に亡くなった方。 

負傷者に、30 日死者含む。 

( )内は、高速道路上で起きた火災であり、内数とする。 

 

 

火災種別と推移 

 

《
件 

数
》 

《年 別》 

（平成 18 年～平成 27 年） 

（平成 18 年～平成 27 年） 



 

月別火災状況 

（平成 27 年中） 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

建　物 7 1 5 1 4 2 3 1 2 6 2 34

林　野 0

車　両 2 3 4 1 2 2 1 1 16

船　舶

航空機

その他 1 1 1 1 1 3 2 10

計 8 1 7 4 5 7 5 3 3 11 3 3 60

全　焼 1 1 1 1 1 1 6

半　焼 2 1 1 4

部分焼 2 1 1 3 1 1 3 12

ぼ　や 5 1 4 1 2 1 2 4 3 23

計 10 3 6 1 4 2 3 1 2 6 7 0 45

建物床面積
(㎡) 293 268 107 40 39 10 38 65 125 985

建物表面積
（㎡） 28 27 9 16 1 1 4 69 155

林野（ａ） 0

死者(48ｈ) 1 1 1 3

死者(30日) 0

負傷者 2 1 3 3 1 1 1 12

全　損 2 1 1 1 1 6

半　損 1 1 2

小　損 4 1 1 1 1 1 4 2 15

計 6 2 2 1 1 2 1 0 1 4 3 0 23

17 6 8 1 1 4 2 1 10 6 56

建　物 17,976 8,146 8,039 3,265 2,746 1,043 1,306 94 349 14,743 7,146 64,853

林　野

車　両 975 548 1,981 2 887 631 780 280 150 1 6,235

船　舶

航空機

その他
(爆発を含む) 153 493 40 1 2 689

計 18,129 9,614 8,627 5,246 2,748 1,930 1,938 874 351 15,023 7,296 1 71,777
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時間別出火件数 

 

 

 

曜日別出火件数 

 

《
件 

数
》 

《曜 日》 

《
件 

数
》 

《時 間》 

（平成 27 年中） 

（平成 27 年中） 



 

火元建物用途別火災状況 

床
面
積

表
面
積

(㎡) (㎡) （千円）

合 計 34 45 6 4 12 23 985 155 1 10 23 6 2 15 56 66,610

住 宅 11 21 3 3 5 10 702 108 1 5 15 5 10 35 39,715

共 同 住 宅 5 5 3 2 54 3 1 5 1 1 3 14 3,812

飲 食 1 1 1 1 94

旅 館 1 1 1 5

図 書 館 1 1 1 23

神社 ・ 寺院 1 1 1 26 1 1 3 3,431

工 場 6 6 1 5 65 15,021

倉 庫 1 1 1 16 477

事 務 所 2 2 1 1 2 281

複 合 用 途

（ 特 定 ）
1 1 1 13

複 合 用 途

（ 非 特 定 ）
1 1 1 13 3 1 1 1 1,945

そ の 他 3 4 2 1 1 149 1 1 1 1 3 1,793

損
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損害額は延焼した車両等の損害額（2,548 千円）を含む。 

 

覚知方法別出火件数 

総数
火災報知
専用電話
（固定電話）

火災報知
専用電話
（携帯電話）

加入電話 巡回中発見
駆け付け
通報

事後聞知 その他

60 16 29 2 13
 

（平成 27 年中） 

（平成 27 年中） 



 

出火原因別損害額状況 

住宅

放 火 5 3 3 4 12 8,556

こ ん ろ 6 6 6 2,814

た ば こ 2 1 2 4 9,606

電 気 機 器 3 3 1,809

ス ト ー ブ 2 2 2 16,746

火 あ そ び 2 1 2 8,282

た き 火 1 1 2 45

放 火 の 疑 い 2 2 1

風 呂 か ま ど 1 1 1 1

炉 1 1 303

排 気 管 1 1 432

電灯・電話等の配線 1 1 5

配 線 器 具 1 1 1 46

マ ッ チ ・ ラ イ タ ー 1 1 21

溶 接 機 ・ 切 断 機 1 1 1,305

衝 突 の 火 花 1 1 480

取 灰 1 1 12,913

そ の 他 6 1 9 15 6,085

不 明 ・ 調 査 中 1 1 1 3 2,327

計 34 16 16 0 10 60 71,777

損害額
（千円）

建物
車両 林野 その他 計

※住宅に共同住宅を含む。 

 

初期消火の実施状況 

火災件数６０件のうち、初期消火が行われた火災は４５件ありましたが、その

うち初期消火の対応方法として、最も多かったのが「粉末消火器」の２４件、次

いで、「水道・浴槽・汲置等の水をかけた」の１５件でした。 

粉末消火器につきましては、初期消火に成功している割合が７５％と、高い数

字を示しています。 

 

 

（平成 27 年中） 

（平成 27 年中） 



 

住宅火災における出火原因 

住宅火災（住宅及び共同住宅）１６件の出火原因をみると、「こんろ」６件、

「放火」３件の順になっています。 

 

 

住宅用火災警報器の設置状況 

住宅火災のうち、住宅用火災警報器を設置していなかった住宅等は５件で、死

者が１人、負傷者が２人となっています。 

（損害額単位:千円） 

損害額 死者 負傷者 損害額 死者 負傷者 損害額 死者 負傷者

住　　宅 5 20,761 3 4 16,793 1 2
併用住宅

共同住宅 3 3,789 1 1 6 1 17
計 8 24,550 4 5 16,799 1 2 1 17

住宅用火災警報器
自動火災報知設備

設置 未設置

 

 

※住宅火災１６件のうち、１件は住宅に付随する納屋から、１件は空き家から出火したもの。 

 

（平成 27 年中） 

（平成 27 年中） 


